
U･DtC･る2l.314.2.00l.4

変圧器の現地試験方法
TestProcedure ofTransformerat Site

押洲脚脚脚岬洲岬㌦洲州叩㌦脚㌦

⑳

⑳

福 岡
Masaru Fukuoka

勝* 東 条 吉 義*
NobuyoshiT∂j6

濾

技術者
,雲′

ノート
蔓零⑳喜一

1.緒 口

変圧器の温度上昇試験を現地で実施する場合,製作工場で行なう

ように簡単にできないことが多いので,現地の電源設備と供試変圧

器の仕様とを考慮して適切な方法を決定しなければならない｡また

据付現場においてほ電気工作物規程に準拠して第l表に示すような

試験電圧で絶縁耐力試験が行なわれる｡実施にあたっては仝絶縁の

場合は試験用変圧器とこれに供給する電源があjlば実施できるが,

段絶縁の場合は線路側と中性点の絶縁階級が異なるため同一電圧を

印加することができず･誘導法によって行なわれなければならない｡

そのため起動発電機付の同期調相磯のある場合ほこれを発電棟とし

て使用するか,または適当な誘導電圧調整器と変圧器を使って行な

うか･または他の発変電所からの送電線を利用して試験電圧に相当

する電圧を印加しなければならない｡本編は現地における変圧器の

温度上昇試験および絶縁耐力試験の各種の方法を記し,現地の電源

設備に応じた試験方法を決定するための参考とするものである｡

2･現地における変圧器の温度上昇試験の方法

2･1本文で使用する文字の説明

本文で使用する文字の意義を第2表に示す｡

2･2 供試変圧器が1台の場合｡

2･2･1実 負 荷 法

供試変圧器の定格出力に相当する負荷を供給Lて行なう方法

で,この場合,供試変圧器には無負荷損と負荷損が供給さメ1る〔

無負荷損ほ印加電圧によって決めるものであるので,印加電圧

が供試変圧器の試験時のタップ電圧と異なる場合は,二I二場試験成

績表の無負荷特性州線により試験時の無負荷損を求める必要があ

る｡また･負荷損ほ供給する負荷電流の2粟に比例して決まるも

のであるので,試験時の供給負荷が供試変圧器の定格出力と異な

る場合は･試験時の供給負荷電流と定格出力時電流との比の2乗

を定格出力における負荷損(_t場試験成績に記載してある値)に

乗じて,試験時の負荷損を算出しなければならない｡

Lたがって,印加電圧が供試変圧器の試験時のタップ電圧と異

なる琴合,あるいは供給できる負荷が定格出力と異なる場合ほ,

次式により実側値から定格出力における油温上昇値を補正計算で

求めなければならない｡

〝=〟′×(一芸吉賢)A
ただし l机′=(一言-)2×町ニ

‥(1)

この方法の欠点は試験中に負荷の変動が大きい場合には補正計

算が非常に煩掛こなることである0しかし,比較的変動が小さい

場合には試験時間中のヤ均負荷をもっ

日立製作所国分工場

て試験時の供給負荷として

第1真 電気工作物規程による試験電圧値

最大使用電圧(E)

7,000V以下

7,000V以上

50,000V以上

160,000V以上

文字】

系 統

中性点非接地

中性点接地

中性点直接接地

試験電圧

1･5g(最低 500V)

1･25E(最低11,000V)

1.25E

l･1E(最低63,000V)

0.72E

第2蓑 本文で使用する文字の説明

時間(分)

10

10

10

10

10

説 明

y

∫

l′g

′/

l′r

lγセ

Iウ㌔

恥′

供試変圧器のタップ電圧(Ⅴ)

供試変圧器のタップ電流(A)

供試変圧器のパーセントインピーダ

ンス(%)

試験時の供給電流(A)

タップ差電圧(Ⅴ)

供試変圧器の無負荷損(W)

供試変圧器の負荷損(W)

供試変圧器の供給無負荷損(W)

J㌔′l供試変圧器の供給負荷損(W)

芋】
搾

針

β

4

説 明

供試変圧器の定格出力(kVA)

試翫時の供給負荷(kW)

供試変圧器の外箱の冷却面横(本)(放
熱器または冷却掛こ換算した本数)

供試変圧器の放熱器または冷却器の
冷却面拡(本)

実測地温上昇

補正油温上昇

指数∈≡空:芸三豊裏芸琵薫冨選書三*
串冷却方式によって多少異なるが電気学会の抽入変圧器運転指針により0･弛採用する｡

よい0電鉄用の整流器用変圧器などはこの方法で温度上昇試験を

行なうことが多い｡

〔参考事項〕

(1)供給負荷としてほ実負荷でなくても,電力用コンデンサが

あればそれを負荷として試験を行なうことができる｡

(2)試験時の供給負荷が変圧器の定格出力に満たない場合は,

その不足分を放熱器(あるいは冷却器)を閉鎖し,冷却面積を調

整して定格出力における運転状態と等価にすることができる｡こ

の場合の油温上昇の補正は,上述の考えに次に述べる等価法にお

ける補正計算の考えを入れて計算すればよい｡

〔例〕定格出力6,000kVAの抽入自冷式変圧器に定格電圧で

5,000kVAの負荷を供給して温度上昇試験を行なった場合,実測

油温上昇が35℃であれば定格出力における油温上昇ほ次のとお

りである｡ただし,この変圧器の無負荷損を12kW,負荷損を

42kWとする｡

12＋42

(諾呂呂)2×42)0=43.5(℃)

2･2･2 等 価 法

変圧器の全損失のうちの負荷損のみを供給して試験する方法

で,さらに細別すると次の3方法がある｡

(1)全損失を負荷損とみなしてこれを供給する方法

(2)試験時使用する冷却面積を減らさないで負荷損のみを供給

する方法

(3)負荷損のみを供給Lて冷却面積を減らす方法

いずれの場合でも,この方法でほ一方の巻線を短絡して他の巻
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緩から負荷損を供給するので供試変圧器のインピーダンス電圧に

相当する電圧が必要であり,したがって試験電源としてほ供試変

旺器の定格出プ+のインピーダンス分の容量が必要である｡

一般に現地でほ,供試変圧器のインピーダンス電圧を得ること

ほ困難であるが,インピーダンス電圧に近似の電圧を得ることほ

比較的容易な場合があるので,現地で実施する温度上昇試験のう

ちで最も簡単にできる方法であり,電力用をはじめ,一般産業用

の変圧器に広く実施されている｡

(1)全損失を負荷損とみなしてこれを供給する力法

全損失(すなわち無負荷損も含めて)を負荷損とみなしてこれ

を供給するので,試験時の電流ほ定格電流よりも無負荷損分だけ

多く流すことになり,試験に先だってこの値をほ捉しておく必

要がある｡試験時の電流ほ次式により求めることができる｡

′′=′×J腎 ‥(2)

この電流を供給するためのインピーダンス電圧は

帖′=÷×志×V
で求められるので,この電圧か得られればこの力法での試験は容

易にできる｡

この方法ほ等仙泊勺に全損失を供給して試験するので実測値を補

正する必要ほなく,また工場試験でも適用されていることが多い

ので工場試験成綴表をそのまま参考にすることができる｡しかし

ながら,l㌔′なる電圧を得るには比較的設備のととのったところ

でないと困難であるので,工場では行われているか現地での温度

上昇試験に適用された例は少ない｡

(2)使用する冷却面后を減らさないで負荷損のみを供給する

方法

全損火のうちの負荷損のみを供給し,しかも放熱器(または冷

却器)を調整しないで冷却面槙を100%使用して行なう方法であ

る｡この場合も前述のように,所定のインピーダンス電圧を得る

ことは一般に困難であるので実測油温上昇値より定格時の損失と

試験時の供給負荷損との関係によって定格状態の油温上昇に補止

しなければならない｡この補正計算式を(3)式に示す｡

〝=β′×(顎㌢)A
ただし l机/= (÷)2×耽

‥….…(3)

この方法で試験するときの供給損失ほ少なくとも定格における

負荷損の50%以上でなければならない｡定格状態の損失と試験

時の供給損失との比が大きすぎると(3)式は実験式であるので誤

差が大きくなりがちで好ましくないからである｡

(3)負荷出のみを供給して冷却面積を減らす方法

適当な負荷損のみを供給し,不足分は放熱器を調整することに

ょり有効冷却面積を減らして定格の状態と等価な条件のもとで試

験する方法である｡この場合供給できる損失と定格の損失とから

試験時に使用する放熱器の本数をあらかじめ決定しておき,それ

によって実測油温上昇を補正しなければならない｡

使用する放熱器の本数の決定と実測油温上昇の補正ほ次のよう

に行なう｡

試験時に必要な冷却面積:

Ⅳ=(椚＋タZ)×
机′

Iれ＋lγ｡

試験時に使用する放熱器の本数

乃/=+Ⅴ一椚

変圧器の現地試験方法

〃′が整数でない場合は〝′にもっとも近い整数Ⅳをとり,これ

を使用本数とする｡したがって駈度補正係数は

ヵニ竺±Ⅳ′
｡Ⅳ

となり,祁二l七油払上帥よ

拒〃′×型諾
(5)

となる｡

ただし,上のようにして決定された試験時の放熱器の使川本数

が全本数の20%以卜となった場合ほ,放熱器を調整することほや

めて全部使用して試験し,実測油温上昇を(3)式によって補正す

るカがよい(すなわち2.2.2に述べた試験方法を採用する)｡これ

は放熱器の全本数に対Lて試験時に使用する本数が極端に少ない

と抽入式変圧器の冷却の生命である油の対流や循環が極端に相異

し,実測油温上昇が十分后板できる値とならないからである｡

〔参考事項〕

(1)送油式冷却器を11冷式放熱器と同様に考えてよい理由

強制的に油を循環させたり,通風冷却方式の変圧器で冷却器を

仲山することはその冷却機能を完全に殺すことになり,抽入自冷

式変圧器の放熱器を対流をそこなわない得度に閉塞するのと少し

様√が異なると考えられていた｡しかし,日立製作所においては

種々の実験の結果,冷却器を放熱器と同様に考えてその一部を開

架し等価的に損失を供給した場合と全冷却器を使用して全損失を

供給した場合とでは温度上昇値にほとんど差がないことを確認し

ているので,冷却方式のいかんを問わず,抽入変圧器においては

冷却器を納入自冷式変圧器の放熱器と同様に考えて試験しても大

差ほない｡

(2)試験時の電流が測定できない場合の供給損失の算出

弧度上界試験では試験時の電流を測定することが供給損失の算

出に是非必要なことであるが,なんらかの理由によりこれが不可

能なときほ,供給できるインピーダンス電圧を測定することによ

`フ次式で求めることができる｡これはインピーダソス電圧に比例

して電流が流れるからである｡

Iγ｡′=l-1×

(7嵩)2
ここに Vl:試験時の供給可能な電圧(Ⅴ)

なお,この式を用いれば,温良上昇試験前に供給損失や放熱器

の使用本数を求めることができるのでこれにより試験前に試験の

概要をは挺することができる｡

〔例〕6,000kVA油入自冷式変圧器で損失のもっとも多い57/

3.3kVタップを使用して温度上昇試験を行ないたい場合,電源の

電圧が3.3kVのときいかにすればよいか｡ただし,供試変圧器の

57/3.3kVタップにおけるインピーダンス電圧を7･5ク左,無負荷損

を12.5kWおよび負荷損を48.5kWとし,冷却面掛ま放熱器12

木,タンクとカノミーは放熱器3.92本分相当とする｡

3.3kV側を短絡し57kV側から負荷損を供給する｡供試変圧器

の所定のインピーダンス電圧は57kVxO･075=4･27kVである｡

現地試験時供給できる電圧は3.3kVであるからこのときの供給損

失は

(羞)2×48.5=29.0(kW)

‖(4)
となる｡

したがって放熱器を全部使用して試験する場合の補正温度上昇

ほ
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日立評論 第46巻 第4号

〝=β′×(里謡旦)0■8=1･81×〟′(℃)
また,放熱岩旨を調整して等価的に全損失を供給する場合ほ

Ⅳ=(12＋3･92)×一志二7･57
乃′=7.57-3.92=3.65

となり,これに最も近い放熱器の本数をとって〃′=4本とすれば

補正値は次のとおりである｡

β=〝′×旦里±生=1伽5×〝′(℃)
7.57

さらに,電源の電仕が任意に調牛できる場合にほ2.】に述べた

方法も適用できる｡この場合の試験時の電流ほ

′=′×J碧=1･122×′
となり12･2%の過電流となるが試験にはさしつかえない〔

2･3 供試変圧器が2台または複数台の場合

供試変圧器が2台または複数台の場合には前章に述べた1台の場

合の方法でも行なえるが,次に述べる方法も実施することができる｡

なお既設の変圧器と組み合わせて試験できる場合もこれに準じて行

なえばよい｡

2.3.1電源が二つある場合の返還負荷法

電源が二つある場合には,供試変圧器2台を組み子音わせて無fl

荷損と負荷損の両方をそれぞれ別個に供給して実施する方法であ

る｡この場合でも定格の損失が供給できないときは(1)式により

実測油温上昇を補正しなければならない｡

この方法の欠点ほ電源が二つ必要で,しかも配線が複雑となる

ことであるが,無負荷損と負荷損の両方を供給できるので温度上

昇試験としてはもっとも理想的な方法である｡しかし実際には現

地で二つの電源を準備することほ不可能に近いので実現性に乏し

いが,単相変圧器が3台のときで受電電圧が準備でき,その変圧

器の二次電圧が2台分のインピーダンス電圧に近いときほ,1台

を負荷損供給の電源として使用し,残り2台を試験することがで

きる｡この場合の結線例を弟】図に示す｡

2･3･2 供試変圧器のタップ差電圧を利用する場合の返還負荷法

前節に述べた方法では電源が二つ必要であったが,ここでは無

負荷損供給の電源のみを準備し,負荷損の供給ほ供試変圧器のタ

ップ差電圧を利用して循環電流を流すことによって行なう方法で

ある｡この場合,電源としてほ供試変圧諾手の定格電仕を1三り加でき

るものがあれば簡単に試験できるわけで,しかも電源側に流れる

電流は供試変圧器のタップ差による差電流と2台分の無負荷電流

との和だけである｡Lかし,一般にタップ差電脚ま供試変圧貨詩の

インピーダンス電圧を100%補償することができないので,この

ような場合ほ試験時の損失を,印加電圧から無負荷損,珊環電流

から負荷損を求め,(1)式により実測地温上昇値を批正しなけれ

｢-‾1

無負荷す呈柑与給 fl荷†榊モ給

供試変圧器

第1図 単相変圧器1台を電源とし残り2台で行なう

返還負荷法の結線例

ばならない｡

この方法ほ2台またほ腹数台の変圧器の温度上昇試験を行なう

のに電源や配線などが簡軸こできるので,電力用,産業用など一

般の変圧捌こもっとも広く利用されている｡

〔参考事項〕

(1)タップ差電圧の選び方

組み合わせる変圧器の台数(2台組み合わせるときほ2f†,3

台のときほ3≠㌻)分のインピーダンス電圧にもっとも近く,かつ

それ以下の電庁が得られるようにタップ差電圧を決定する｡

(2)試験時の励磁側の決定

i試験時に電圧を印加する側ほ変虻器の-一次,二次どちらでもよ

いわけであるが,現地の電源設備により決定するのがもっともよ

い∩ただし･ここで拝意しなければならないのほ組み合わせたい

ずれの変圧器もタップ差を設けたために,10%以上の過励磁にな

らないようにすることであるウニれは試験中の鉄心の過度な飽和

などの異常現象を防ぐためである0したがってインピーダンス電

圧にもっとも近いタップ差電圧を得ようとするときに変圧器が

10%以上の過励磁となるときは,タップ差をつくらない側から励

磁するか･あるいはタップ差電圧を′+､さくして試験することが好

ましいっこのようにして試験時の励磁側(電源側)を決定するの

であるが,電捌軋負荷側ともに組み合わせた変圧器間の謹)たり

線は極端に良くてほいけない｡これほ線路の合成インピ_ダンス

が大きくなり･循環電流が計算どおりに流れ得ないからである｡

(3)循環電流を測定できないときの循環電流と供給負荷損の算

出

供試変圧器の選定タップにおけるパーセント･インピーダンス

を陥とするとそのタップにおけるインピーダンス(∫川ま

凡=

nxゝり
100

ム

凡

帆

ム

にここ 遠足タップにおけるインピーダンス(Q)

タップ電圧(Ⅴ)

試験時のタップにおける定格電流(A)

で計算できるから,試験時の循環電流は

′= 蒜｢‥ ‥(6)

ここに∑凡‥ 組ん合わせた変月詣謹の合成インピーダンスHユ)

となる｡したがって供給負荷掛ま

机′=(子)2×取
となる｡

なお,この計糾ま武験前における試験概要のは掛こも妃潤する

ことができる｡

(4)三相変圧器1≠㌻ではこの方法が適用できない射出

試験時に鮎tる循環電流は零相であるが,一般の三相変什:器ほ

榊]磁路を右しないのが普通で･このようなものに寄相電流を流

すと漏えい磁如鳩端に大きくなり･試験時の損失も定格状態の

値とは著しくちがって試験の価値がなくなるロしたがって三相変

圧器1台のときは適用できない｡ただし,･即日変圧器3台を組み

合わせて三角形結線としてタップ差電圧により循環電流を流すこ

とi■ま各変圧詩話の鉄心が個別のものであるので当然可能なわけであ

る｡

〔例〕舞3表に示す仕様の6,000kVA三相変圧器2台を組み合わ

せてタップ差電圧による循環電流を流して温度上昇試験を行なう

場合について説明する｡

ー100-

/一､
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第3表 供試変圧器の仕様および損失

撫

馬
堀
電
電

荷

次
次
次
次

負

圧
旺
流
流

損

負 荷 損

パーセント･インピー

ダンス

Ⅳ
Ⅳ
仏
仏
k
W

W化､

〟カ

6

3

2

0

22

99

77

耶

5
0
5
1
0
3
絹

(

)

)

6
5
5
5

一3-0

9
9
3
3

3

3

5

ハU

(UO

77

6

5

5

.44

(

F

ハ川

.3.7

0

3

7

ハU

6

5

5

R

n川

41.67

(41.66)

7.58

(7.58)

注:無負荷軌負荷損およびパーセソト･インピーダンスの(
No.2TrのものであるL､

＼･ ＼■

/
J/

′イ.3い･
＼‾

11
＼･＼■

.3.8

7

3

0
､
‖
>

5

6

5

F

O

43.42

(43.42)

7.86

(7.85)

)の内の値は

＼一ト.1■lJ

3.366k＼

＼一-.2■Ⅰ､1

3.3.57k＼･･｢

第2図 タップ差電圧を利用する場合の縦線例

タップ差電圧の決定

上fi亡変圧器のインピーダンス電虻ほ約4.5kVであるかドノ2子丁糾

み合わせた場合の必要な差電旺は約9kVとなる｡したがって1

台を66/3.3kVタップとし,残りを57/3･3kVタップにすれほよ

い｡

励磁側の決定

上のようにタップを定めた場合66kVで励磁すると57kVタッ

プにした変圧器ほ約116%の過励磁となり,さきに述べた理由で

好ましくない｡したがって3.3kV側から励磁するのがよい｡ただ

し66kVしか電源がない場合ほ57kVタップを60kVタップに改

めて,66kVで励磁するほかはない｡ここでは3.3kV側から励磁

した場合を説明する｡

結 線

結線は弟2図に示すとおりに行なえばよい｡

計 算

高圧側からみたインピーダンスは

No.1Tr

N().2Tr

66仰0×埋
1()旦

52.5

57,000×ヱ些

_些60.8

=91.9(1‾上)

=73.7(エ1)

第4表 各 方 法 の

変圧器の現地試験力法

であり,タップ差電圧は9kVであるので循環電流は

′=+～些--一二54.4(A)
91.7＋73.7

となる｡したがってそれぞれ走格電流に対する`割合は

N｡.1Tr∴
一室旦×100=103.7(%)52.5

N｡.2Tr∴ 畢生×100=89.5(%)
60.8

となり,供給負荷損ほそれぞれ次のとおりとなる｡

No.1Tr∴1.0372×39.88=42.9(kW)

No.2Tr.:0.8952×43.42=34.75(kW)

したがって,実測油温上昇〝′の補正計算は次式によればよい｡

No･1Tr∴〟=〃′×(慧諾)0-8=0脚′(℃)

No･2Tr･:〝=〃′×(甥苦言芝)0●8=1･125れ℃)

3.各方法の比較

坦且他における変旺器の温度上井試験のときにほ,上に述べた方法

のうち般も適Lたものを選べばよいわけであるが,上の力法をいく

つか組み合jっせて行なうことも可能なことはいうまでもない(たと

えばタップ差による方法で実施し,循環穏流の定格電流に対する不

足分を放熱器または冷却器を調整することにより補償するなど)｡

危後に上記の各方法の長所と短所および適用できる変圧器の種矩

の比較表を第4表にまと_めて示す｡

4.現地における変圧器の絶縁耐力試験の方法

ん1本文で使用する文字,略号の説明

本文で使用する文字,略号の意義は舞5表に示すとおりである｡

4.2 試験電圧の確認

試験電圧の測定は標準として球間げきによる方法がよいが,現地

においてほ球間げきの準備は困難な場合もある｡そのときは試験電

圧の低いもの,またほ電源波形が正弦波に近い場合ほ計器用変圧器

で測定してもさしつかえない｡試験用変圧器の3次を使用して電圧

を測定する場合もあるが,静電容量の大きい変圧器を試験するとき

は不正確となるので,この場合ほ計器用変圧著削こより測定するはう

がよい｡また誘導法により試験を行なう場合ほ印加側の電圧で測定

して変圧比倍する場合もあるが,被試験線路側にP.T.またP.D･

がある場合はこれにより測定するはうが良い｡

長 所 と 短 所

方 法

実 負 村 法

三事 仙 法

返 還Jl f苛 法

返還負荷法

(晶品言誉芸誓を)

長 所

1.使用状態とl司一条件で試験できる｡

2.各唾の変圧器に適用できる｡

1.消甥電力が少たくてすむ｡

2.′屯源の都合がつけは簡単にふ＼駄できる｡

1.無負荷損と負荷朋との両力の損失が供給できる

ので使用状態iこ近い状態で試験できる｡

2.各穐の変圧岩如こ適用できる｡

1._L記と同じ｡

2.上記と同じ｡

3.受電電圧さえ得られれは簡単に試駁できる｡

4.消頸電力が非常に小さい｡

短 所

1.負荷を得ることがむずかしい｡

2.多大な電力を消雪管する｡

適用叫能な変圧器の種燥

乾式,抽入式および送油式の各毯変圧乳掛こ整流

器用変とE器ほこの方法が良い｡

1.一般に負荷損しか供給できないので,補正計許

が必要である｡

2.供給損失が極端に小さいときは誤差を生じる恐

れがある｡

3.抽入変圧器にしか適用されない｡

1. 屯源が二つ必要であるから現地では多少むずか

しい｡

2.配線が複雑である｡

3.供試変圧器が2台必要である｡

1.タップ差電圧で100%のインピーダ/ス電圧を

神佑するのがむずかしいので補正計算が必要で

ある｡

2.供試変圧器が過励掛こならないように注意する

必要がある｡

3.供試変圧器1台でほ試験できない｡

一101-

抽入式および送油式の一般電力用産業用変圧器

乾式,抽入式および送油式の各種変圧器

乾式, 油人式および送油式の各種変址臥特に乾式

変圧器はこの方法がよい｡
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日立評論 第46巻 第4号

第5蓑 本_文で使用する文字,略号

ラ■

m
川
◎
門
川
m
∽

説 明

試験用変圧器

誘導電圧調整器

交流発電機

計器用変圧器

結合コソデンサ形計器用変圧器

計器用変流器

遮断器

記号

m芯(佃蒜×即甘

説 明

開閉器

試験電址確認用電圧計

試験時充電電流務口走用電流計

起動発電機

同期詞相燐

.殴大使用電圧

4･3 絶縁耐力試験方法

4･3･1仝絶縁の場合

現在わが国において公称回路電圧70kV以下の絶縁は一般に仝

絶縁を採用している｡この絶縁耐力試験は最初に記したように試

験用変圧器とこれに供給する電源があれば実施できるが,試験用

変圧器としてほ2次定格電圧が試験電圧に対して余裕があり,か

つ試験時の充電電流に耐える容量のものを選ばなければならな

い0また電圧は約%以下の低電圧から電圧計の読み得る範囲で,

できるだけ速やかに上昇させ,試験電圧値に達するようにするの

が望ましいので,電圧調整を目的とした水抵抗またほ誘導電圧調

整器を準備する必要がある｡

試験時に必要な試験用変圧器と誘導電圧調整器の容量ほ試験時

の充電電流と印加電圧によって決まるが,いずれもこの値よF)十

分大きなものであることが要求される｡試験時の充電電流は被試

験器の静電容量と試験電圧により決まる｡静電容量ほ変圧器の種

類,容量および電圧などにより大きく異なり,一概に述べること

ほできないが工場試験データなどにより明らかにされている場合

は(7)式によって試験用変圧器の容量を算出することができる｡

なお静電容量の概略値は葬る表に示すとおりである｡

P=ムⅤ=仙Cγ■2×10-3(kVA).… (7)

P:試験用変圧器の容量(kVA)

ム:充電電流(A)

仙:27r′

′‥ 試験時周波数(c/s)

C‥ 被試験器の静電容量(〃F)

Ⅴ二 試験電圧(kV)

〔例1〕‾F記に示すタップ電圧をもつ10,000kVA三相変口油の

絶縁耐力試験について説明する｡

電 圧 高圧 66【63-60-57kV 人

低圧 3.41kV q

i試験電圧 高圧 66kVxl.1=72.6kV(抵抗接地系統)

低圧 3･41kVxl.5=5.115kV(非接地系統)

試験回路

試験回路ほ舞3国に示すとおりである｡

試験電圧の確認

T･Tr3次の電圧計によるものとするとその説みほ次のとおり

である｡

高圧 72,600×_+些_二96.8V
75,000

低圧 5,115×+些､=6.82V
75,000

江:低圧側の絶縁耐力試験を高圧側と同一回路で行なうと,上

記のように確認電圧が非常に小さいため電圧調整が困難と

なり･試験電圧を超過する危険性があるのでT.Tr.を変え

て行なうのがよい｡

T･Trとして柱上変圧器を使用し,試験電圧の確認方法として

第6蓑 変圧器容量別の静電容量

変圧署謹容丑(kVA)

6,000

10,000

20,000

30,000

60,000

第7蓑

静電容量(pF)

3,000～10,000

5,000～12,000

7,500～15,000

13,000～20,000

18,000～25,000

例1,2におけるⅠ.RとT.Trの仕様

例1 例2

R

m二捷

㌍m賢一｢
次
次

次
次
次
一

作〓し汚J一

倍⊥■｢
h叫

しJに叫

第3図 例1,2の

h.ト 〔1 1.1l.

37,5

200

200±200

37.5

200へノ400

75,000

100

頂こ

し勾‖Jし
試験 回 路

∋
絹”弱千い土

♪

75

200

200±200

75

200～400

100,000

100

第4図 P.T使用の場合の試験回路

6,600/110VのP･Tを使用するのがよい(第4図参照)｡この場合

の電圧計の読みは5･115×孟=85･2Vとなる｡また高圧側の試験
電圧の確認方法も低圧側と同じように77,000/110VのP.Tを入れ

て行なってもよい｡このときの電圧計の読みは次のようになる｡

72,600×+-こ103.7V
700

〔例2〕‾F記に示すタップ電圧をもつ30,000kVA三相負荷時タ

ップ切換変圧器の絶縁耐力試験について説明する｡

電 圧 高圧 80･5～75･25～70･OkV(7タップ) 人

低圧 22kV △

試験電圧 高圧 80･5kVxl.1=88.55kV偵抗接地系統)

低圧 22kVxl.25=27.5kV(非接地系統)

試験回路

試験回路は例1と同じように弟3図に〃けとおりである｡

試験電圧の確認

T.Trの3次の電圧計によればその説みは

高圧 88,550×--⊥.=88.55V
l,000

低圧 27,500×⊥=27.5V
l,000

4.3.2 段絶縁の場合

この場合は前述の全絶縁のようにT.Trを用いて,中性点に線

路側と同一電圧を印加することができないので,誘導法によって

-102-
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1棉ずつ行なわなければならない｡試験用補助変圧器と誘導電圧

調整器を用いて行なう場合,それらの必要な容量の決定は製作工

場での無負荷試験続果の｢ロ加電圧と無fミ荷電流を参考とする｡補

助変圧器としては発変電所では一般に所内変圧器を利用すること

が多く,誘導電圧調整器のみが問題となる場合が多い｡系統の他

バンクを利用して試験を行なう場合は古い発電機や変圧器を使用

するため特に過励磁をさけ,逓界用変圧器を最高タップにし,発電

楼の発生電圧を定格以下にして行なうことが望ましい｡低,中圧

より印加し高圧側に電圧を誘起させる誘導法による場合は変圧器

の使用タップによって誘起電圧が変わるので,まず使用タップを

明確にする必要がある(最高タップを使用することをすすめる)｡

(1)140kV系統の場合(中性点は80号また100号の低減絶縁)

(i)試験用変圧器による方法

〔例3〕下記のようなタップ電圧を有する105,000kVA三相変圧

器の絶縁耐力試験について説明する｡

電 圧 高圧150.5-147▼143ふ140kV(段絶縁) 人

中圧 66kV 人

低圧 21kV q

試験電圧

高圧線路側161kVxl.1=177,1kV(抵抗接地系統)

高圧中性点161/J了kVxl･1=1G2･3kV(抵抗接地系統)

中 圧 66kVxl.1=72.6kV(抵抗接地系統)

低 圧 21kVxl.25=26.25kV(非接地系統)

往:高圧線路側は変圧器の最高電圧は150･5kVであるが,系統

に161kVのタップを有する変圧器があるため161×1.1を

試験電圧としている｡

試験回路

試験回路は弟5図に示すように電源回路を構成し,舞占固また

は弟7図のように供試._冒-の結線を試験する巻線によって構成すれ

ばよい｡

試験回路構成上の注意

球間げきを使用するときはできるだけ被試験器の近くにおき,

かつ球間げきと直列に制動抵抗を入れ,放電電流と高調波振動の

減衰を図るようにする｡抵抗には液体抵抗または炭素抵抗を使用

する｡

試験電圧の確認

試験電圧は試験回路の220kV T.Trにより発生せしめる｡試

験電圧値Ⅴは負荷容量により誤差を除くため,較正放電間げきに

ょり校正する｡すなわちまず85～90%試験電圧値に対する標準

間げき長α｡を放電特性曲線より求める｡放電矧年曲線は放電間

げきの直径によって異なる｡

次にこの間げき長電圧を試験時の天候による気圧と温度による

相対空気密度により較jモする｡

これほ次式による｡

273.0＋f

∠:弧度(℃)

み:気圧(mmHg)

いま,間げき長α｡において放電するときのT.Tr3次の電圧計

の読みを帆′とすると,電圧変化の小さい範囲では放電間げき長

と放電電圧は比例すると考えられるので,所要試験電圧値Ⅴにお

ける電圧計の読み1㌔は次のようになる｡

帆=帆′×悪賢詮
ぎ1‾ミ:中圧および低圧については前に述べてあるので省略する｡

放電電圧=間げき長電圧×0.386×一二三:

Ⅰ.R∴

T.Tr:

R:

S.G∴

R.S

150kVA

l次電圧
2次電圧

150kVA

l次電圧
2次電圧
3次電圧

制動抵抗

球間げき

T,n.

3,300V

3,300±1,650V

3,000～6,000V

200,000V

lOOV

変圧器の現地試験方法

｢Il.｢｢1､

[
‾

妻呂R
S.G.

○-J⊥
K

第5囲 球問げき悼用の場合の試験回路

1丁

Ⅵ｢

抗51■月別乙†
lT 十勺

第6図 高圧線路側U相の場合の供試品側回路

第7図 高圧中性点の試験回路

㊨+エ些二望ユノL

単相励磁
DM RC

O
W

｢川･㌧
一

†55⊥

第8図 単相励磁によるⅤ相試験の場合

(ii)単相励磁による方法

試験回路

試験回路ほ弟8図に示すとおりである｡この場合中性点にかか

る電圧は試験電圧の1/2Eであるが,中性点の試験電圧ほ前述の

ようにE/J了×1.1であり,線路側の試験とは別に中性点の試験を

行なわなければならない｡

〔例4〕下記のようなタップ電圧を有する210,000kVA三相変圧

署罠の絶縁耐力試験について説明する｡

電 圧 高圧150.5-147-143.5-140kV(段絶縁) 人

低圧11.7kV q

試験電圧

高圧線路側161kVxl.1=177.1kV(抵抗接地系統)

高圧中性点161/J官kVxl.1=102･3kV(抵抗接地系統)

低 圧11.7kVXl.25=14.62kV(非接地系統)

試験回路

試験回路ほ第9図に示すとおりである｡

試験電圧の確認

低圧側のP.T12,100/110Vにて行なう｡

低圧印加電圧11,700×

177,100

150,500

J‾ぎ
×2=11,920V

電軒計の読み11,920×⊥=108･5V
llO
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第10図 3相励磁による試験回路
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り,発電機製作者の意見を聞 第13図 3柑励磁による試験回路(3)

く必要がある｡

注(2)= 火力発電所では蒸気タービンの過速度はJEC-62で,非

常遮断として10%が規定されており,タービン発電機は

JEC-114で15%,1分間と規定されている｡したがって

10%以内の速度上昇におさえなければならない｡万一10%

近くの過速度になった場合は自動的に蒸発が止まるように

なっているのが一般である｡

(iii)三相励磁による方法

試験回路

試験回路ほ第10図に示すとおりであるが,この場合は中性点

にかかる駈が試験駈の烏×1･1となるので,1回の励磁で2相の線路側と中性点の試験ができる｡次に接地相を変えることに

よって3相と中性点の試験が終了する｡ただしこの方法は火力発

電所のように発電機のみによる場合は変圧器が161kVのタップ

をもたないときは不可能である｡例4の場合について記述すると

次のようになる(第11図参照)｡

低圧側印加電圧11,700×
177,100

150,500 =13,800V(118%)すなわち

発電機を18%過励磁せねばならずこれは不可能である｡しかし

電源側が発電機でほなく,誘導電圧調整器による場合と他の変電

所を経由してくる場合は可能である｡

〔例5〕下記のようなタップ電圧を右する45,000kVAf捕タッ

プ切換変圧器の絶縁耐力試験について説明する｡

電 圧 高圧161-1541147-140kV(13タップ)(段絶縁)人

低圧 22kV q

試験電圧(高圧線路側のみで他は省略)

高圧線路側 161kVxl.1=177.1kV(抵抗接地系統)

試験回路

試験回路は弟12図に示すとおりである｡

試験電圧の確認

被試験機稲圧側のP･D･(一男賢/苫Ⅴ)にて行なう0

電圧計の読み177,100Vx--+ユ旦_=126.5V
154,000

例5は誘導電圧調整器と補助変圧器が準備できる場合であっ

て,一般にほこれらの準備は不可能な場合が多い｡このような場

合には発電所を利用して被試験器を適当に組み合わせて電源側を

過励磁することなく試験を行なうことが望ましい｡

〔例6〕下記のようなタップ電圧を有する66,000kVA三相変圧

器の絶縁耐力試験について説明する｡

電 圧 高圧161-154-147kV(段絶縁) 人

低圧 66kV 人

中圧10･5kV q

試験電圧(高圧線路側のみで他ほ省略)

161kVxl･1=177.1kV(抵抗接地系統)

試験回路は第】3図に示すとおりである｡

電圧配分

電圧配分は弟14図に示すベクトル図のようになり,中圧側に

印加する電圧∬kVは

∬=二ノi
177.12

蔓×爪鮒軍)2
=68,69kV

中性点に誘起する電圧は

(晋＋昔×去)∬=108kV
試験電圧の確認

中圧側のP.T66,000/110Vにて行なう｡

電圧計の読み68,690Vx-一型旦--=114.2V
66,000

拝:中圧側に68.69kVを印加したときに高圧側が試験電圧にな

り,高圧中性点も試験電圧を超過するので,低圧の接地端

子と低圧と高圧の仮接続を一度変更することによって三相
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第19図 3相励磁し,1線接地の試験回路

と中性点の試験ができる｡また本試験の際,中圧側がタッ

プ電圧に対し4%過励磁となるが,被試験器に接続してい

る系統変圧器のタップを69kVとしてお桝ま,発電機の過

励磁はさけられる｡また低圧側の電圧が10.5kVより高い

電圧であれば中圧の印加電圧ほもっと低い電圧でよい｡

〔例7〕下記のようなタップ電圧を有する132,000kVA三相変肝

器の絶縁耐力試験について説明する｡

電 拝三 高匠 273.81(Ⅴ(段絶縁) 人

中圧 154kV(段絶縁) 人

低圧 33kV q

試験電圧

中正線路側 161kVxl.1=177.1kV(抵抗接地系統)

試験回路

試験回路ほ弟15図に示すとおりである｡

電圧配分

電圧配分ほ弟】4図と同様になるが,低圧側印加電圧∬kVは

∬=J
177.12

(昔＋昔×晋)2＋(昔×÷)2=31脚
となり中性点に誘起する電圧は

(雷＋昔×去)∬=117･7kV
となる｡

試験電圧の確認

低圧側のP.T33,000/110Vにて行なう｡

電圧計の読み 31,900Vx-!旦虹=106.3V
33,000

(2)中性点直接接地系統の場合

わが国における中性点直接接地系統としては現在後述の3系統

691

変圧器の現地試験方法

があり,中性点の絶縁階級はいずれ

も一般に30号に低減されているの

で,中性点にかかる電圧に十分な考

慮を払わなければならない｡特に本

系統の試験ほ大部分中性点にかかる

電圧が30号相当以上になるので,製

作者の意見も聞き試験回路を決定す

る必要がある｡

わが国の中性点直接接地系統には

次の種煩がある｡

(A)E=287.5～275kV

(B)且=230～220kV

(C)g=195.5～187kV

(i)三相励磁し被試験器の高圧中性点を接地する方法

試験回路

弟1る図の試験回路に示すように中性点にかかる電圧ほ接地さ

れているので,中性点絶縁強度に関しては問題ないが,印加側に

125%電圧を印加しなければならない｡125%過励磁のため変圧器

の鉄心が飽和してしまい電圧上昇が不可能になったり,また鉄共

振など異常現象が起きる可能性があるため,木方法の採用にあた

っては製作者にその実施の可否を問い合わせる必要がある｡した

がって1回の印加で高圧3相の試験ができ,試験の準備時間が短

くてすむが望ましい方法ではない｡

〔例8〕下記のようなタップ電圧をもつ200,000kVA単巻変圧器

の絶縁耐力試験について説明する｡

電 圧 高圧 287.ト281.25-275kV(段絶縁) 人

低圧154kV(段絶縁)

試験電圧

高圧線路側 287.5kVxO,72=207.OkV

試験回路

試験回路ほ第17図に示すとおりである〔

試験電圧の確認

高圧側のPtD(男㌢/諾Ⅴ)にて行なうっ

弧｢の読み207,000Vxノ甘×諾忘=143･8V
(ii) 3相励磁し被試験器高圧線路側の1相を接地する方法

試験回路

弟18図に示すように中性点にかかる電圧は0.42Eとなるので,

中性点の絶縁強度としては下記の強度が必要となり,試験実施に

あたっては特に注意を要する｡

E=287.5～275kV lOO号

E=230～220kV lOO号

E=195.5～187kV 80号

木方法は1相接地しているので接地相を変更して2度励磁すれ

ば3相の試験を終了するが,1相のみ2度印加される｡しかし結

線は接地相のみの変更で非常に簡単であり誤結線の心配ほない｡

〔例9〕下記のようなタップ電圧を有する200,000kVA三相変拝ミ

器の絶縁耐力試験について説明する｡

冠 圧 高圧 287.5-275-262.5kV(段絶縁) 人

小把154kV(段絶縁) q

低圧 21kV 人

試験電圧

高圧線路側 287.5kVxO.72=207.OkV

試験回路
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第22図 3相励磁し,中圧1相を高圧中性点に援続する方法

試験回路ほ弟19図に示すとおりである｡

試験電圧の確認

中圧側のP･D背賢/苫Ⅴにて行なう〔
電圧計の読み207,000×--一旦姓--×+担---一二79.3V

287.5 154,000

(iii)単相励磁による方法

試険回路

試験回路ほ弟20図に示すように中性点にかかる電圧は0.24月■

で(ii)の方法より低くなるが,中性点絶縁強度としては下記の強

度が必要である｡

E=287.5～275kV 60号

E=230～220kV 50号

E=195.5-～187kV 40号

中圧の足形結線より励磁する場合は被試験相を明確にし,励磁

する相をまちがわないようiこ注意しなければならない∩

本方法ほ単相励磁のため結線を変更して3回の励磁を行なわな

ければならない｡

〔例10〕下記のようなタップ電日三を有する150,000kVA負荷時ク

､ソプ切換変圧の絶縁耐力試験について説明する｡

電 圧 高圧 232～220～208kV(9タップ)(段絶縁)人

中圧110kV 人

低庁三 66kV q

試験電圧

高圧線路側 232lくⅤ×0.72=167kV

試験回路

試験回路ほ第21図に示すとおりである〔

i試験電圧の確認

低圧側のP.T66,000/110Vにて行なう｡

電圧計の読み167,000×--一撃ニーー×-1一二91.5V

器×1･5
600

(vi) 3相励磁し中圧の1相を高圧】■-■目性点に接続する方法

試験回路は第22図に示すとおりである∩

電圧配分

おのおのの場合,第23図に示すような電圧配分になるが,こ

の方法を採用するときほ高圧中性点と中圧1相とを接続するのに

コンサベータなどからの絶縁距離を十分にとり,接続線よりせん

給することがないようにする必要がある｡

｢‾‾‾▲‾‾‾‾‾▲一｢▼｢

200lくV.斗1R 2,000kVA■｢r
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第21図 単相励磁の試験回路
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第24図 3相励磁L,中庄1相を高圧中性点に接続する方法

[例11〕下記のようなタップ電圧を有する100,000kVA3相負荷

時タップ切換変圧器の絶縁耐力試験について説明する｡

電 圧 高圧190～178～166kV(9タップ)(段絶縁)人

中托 66kV 人

位肛 22kV q

試験電圧

高圧線路側 195.5kVxO.72=140.8kV

試験回路

試験回路は舞24図に示すとおりである｡

試験電圧の確認

中圧側のP.T66,000/110Vにて行なう〔

電甜の読み140,800×J甘(面箕面)×志=104･8V
そのほか,二巻線変圧器で低圧側が三角結線で60kVまたは

70kV系統の場合,高圧中性点につけ加える方法もあるが,高圧

中性点ほ60～70･巨チの絶縁強度が必要である｡また発電所の場合

は低圧例の電圧が10～20kVであり,これをつけ加える方法もあ

る∩ これは中性点の絶縁強度としては30鞍木目)lうで十分であるが,

発電機を10′～15プ左過励磁せjlばならない｡

5.結 口

現地における変圧器の温度上昇試験と絶縁耐力試験の方法につい

て,例をあげながら説明したが,これらですべてを網羅しているも

のでないので試験を実施するにあたってほ,現地の事情を十分考慮

して臨機応変にその方法を決定することが望ましいわけである｡要

するに試験設備の電圧,容量などが十分であり,供試品に必要以上

の無理が加わらないような試験を実施するよう注意しなければなら

ない｡
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